
高梁市公告第　３７　号

１　入札に関する事項

高梁市 地内

電子入札（高梁市建設工事等電子入札実施要綱に基づき実施）

日　時

場　所

条件付一般競争入札公告

建物概要【Ｂ棟】
　木造２階建て（床面積:91.91㎡)

　契約締結の日から令和８年３月１３日

事後公表

低入札価格調査　

令和７年度　地域優良賃貸住宅整備事業
川面地域優良賃貸住宅新築工事（建築主体工事）

電話：0866-21-0235　FAX：0866-21-0262

担当窓口

　下記の工事について、事後審査型条件付一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政
令第16号）第167条の６の規定により、次のとおり公告します。

令和7年7月22日

高梁市長　石　田　芳　生　　

前払金　　　　　有（請負代金の４０％以内で請求可能）
中間前払金　　請負代金が１０００万円以上のときは選択可能
　　　　　　　　　（請負代金の２０％以内）

（１１）建設リサイクル法 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104
号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施
が義務づけられています。

令和 ７ 年 ８ 月 ７ 日　(木)　９時００分から

高梁市役所総務部監理課

高梁市役所　総務部　監理課

716-8501　高梁市松原通２０４３番地

川面町

（１）　工事番号

（２）　工事名

（３）　工事場所

（４）　工事概要

（８）　最低制限価格・
　　　　低入札価格調査

（１０）支払条件

（９）契約の保証
要　（請負代金の１０％以上）

（１２）開札執行

（５）　工　　　期　　　　　

（６）　入札方法

（７）　予定価格　　



次に掲げる要件のすべてを満たしていること。

営業所等の所在地に関する条件

その他

３　入札手続き等に関する事項

建築一式工事でランク付けした高梁市内のA、B、Ｃ級
（入札参加有資格者のランク付けは高梁市監理課において閲覧できます）

（3）質疑受付

（4）入札受付期間

２　入札参加資格要件

　　 高梁市内に本社又は本店を有する者であること。

技術者

　　 ①対象工事に関し、建設業法に基づく主任技術者又は監理技術者を配置できること。
　　 ②入札参加資格者と直接雇用関係にある者であること。

令和 ７ 年 ８ 月 ６ 日（水）　８時５５分　　まで（2）設計図書の閲覧期間

電子入札システムからダウンロード
設計図書のダウンロードは、入札における必須条件であるため注意するこ
と。

令和 ７ 年 ７ 月３１日（木）　正午　　まで

電子入札システムの質問回答により提出すること。

令和 ７ 年 ８ 月 ６ 日（水）９時　から
令和 ７ 年 ８ 月 ７ 日（木）８時５５分　まで

入札参加資格の区分

　この公告日において、高梁市建設工事請負契約入札参加資格審査要領第６条の規定に基づく入札
参加資格を有する者であり、かつ、この公告日から開札日までに高梁市建設工事等入札参加資格者
に係る指名停止要領に基づく、指名停止の措置を受けていない者であること。

入札参加資格業種

　　建設業法に定める、建築一式工事に係る建設業の許可を受けていること。

施工実績等

業者格付

平成２２年４月１日以降に、国又は地方公共団体が発注した建築一式工事を、元請として受注・
契約し、工事を完了した実績を有すること。

・地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者であること。

・破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立がなされていないこと。

・会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立て又は民事再生法
（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申立てがなされている者（更生手続
開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。

・建設業法第２８条の規定による営業停止を受けていないこと。

（1）設計図書の閲覧



４　入札条件等に関する事項

入札保証金

入札回数

入札参加者

同価の取扱い

決定通知

５　確認申請及び事後審査等に関する事項

申請書等に虚偽の記載をした者がした入札

入 札
条 件

免除

・内訳書の工事価格  (税抜き)と入札金額が一致していない等不備がある
場合は失格とする。

入札後落札者を決定するまでの間に、指名停止の措置を受けた者のした
入札

２回まで

入札価格内訳書

入札の無効

その他

高梁市建設工事等電子入札実施要綱第１６条の各号のいずれかに該当
する者がした入札

次のいずれかに該当する入札は無効とし、無効の入札を行ったものは失
格として取り扱うものとする。なお、失格者の２回目の入札への参加を認め
ない。

入札参加者の数が２者に満たないときは、入札を中止する。

要添付

②施工実績調書(様式第2号)

④上記①～③に伴う添付書類

監理課へ持参のうえ提出すること。

提出を指示した翌日から起算して３日以内（市の休日は除く。）
期限までに提出されないときは、当該落札候補者のした入札は無効とし、
次順位の者を落札候補者とする。

落札候補者決定後、落札候補者からの確認申請に基づき、落札者決定の
ための資格確認及び審査を行う。

決定方法

入札参加資格要件又は事後審査その他において無効とされる行為を行っ
た者のした入札

入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約希望額の１１０分の１００に相当する金額（税抜価格）で
入札すること。

入札参加者は、入札金額の登録にあわせて、くじ番号欄に任意の３桁の数
字を入力すること。

入札価格が失格基準価格以上かつ、予定価格の制限の範囲内で有効な
入札を行った者の内、最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者と
する。

ただし、低入札価格調査において、契約内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められた者は、失格とする。

落札候補者となるべき同価の入札をしたものが２者以上あるときは、電子入
札システムによる電子くじによって落札候補者及び次順位の者を決定す
る。

落札候補者となったものには、電子入札システムによる電子メールによって
通知する。

落札候補
者の決定

事後審査

提出書類

①条件付一般競争入札参加資格確認申請書(様式第1号)

提出先

提出期限

③配置予定技術者調書(様式第3号)



６　その他

・契約保証金については、現金、銀行等の金融機関の保証、前金払保証事業会社の保証、
公共工事履行保証証券による保証、履行保証保険による保証のいずれかによるものとする。

・前金払を受けようとするときは、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律
第１８４号）に規定する保証事業会社と保証契約を締結し、その保証書を提出すること。

・入札結果の公表は、落札決定後に行う。

ホームページからダウンロード

審査の結果、落札候補者が当該入札参加資格要件を満たしている場合に
は、落札決定とする。

申請書様式

落札決定

・申請者が確認申請時において配置予定技術者として申請したものは、死亡、傷病、退職
等のやむを得ない事由がある場合を除き、この工事の主任技術者等として配置しなければ
ならない。

・この入札に係る費用は、すべて入札参加者の負担とする。

・談合情報等により、公正な入札が行われないおそれがあると認められるときは、入札（開
札）を延期又は中止する。
また、入札者が談合その他不正な行為をしたと認められる場合は、その入札の全部を無効と
する。なお、入札の中止等に至った場合において、本市に対して、見積に係る費用その他
入札に係る一切の費用や損害賠償請求をすることができない。

・申請書等に虚偽の記載をした場合には、当該申請書等を無効にするとともに、虚偽の記載
をした者に対して、指名停止等の措置を行うことがある。


